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平成 23 年度の細菌性・ウイルス性食中毒（疑いを含む）事例について 
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福岡県において平成 23 年度に発生した細菌性・ウイルス性食中毒事例（疑いを含む）は47 事例

であり、当所病理細菌課とウイルス課にて検査した検体は、延べ 772 検体であった。平成 23 年度

に検出された食中毒細菌は、カンピロバクター・ジェジュニ、セレウス菌、黄色ブドウ球菌、腸管出

血性大腸菌O157:H7およびウェルシュ菌、寄生虫は住肉胞子虫のサルコシスティス、ウイルスはノロ

ウイルスであった。病因微生物が検出された、若しくは判明した事例は 47事例中 22 事例（47%）で

あった。病因物質別に見ると、ノロウイルスによるものが 14 事例（全事例の30%）、カンピロバクタ

ー・ジェジュニによるものが 3 事例（全事例の 6%）、セレウス菌、黄色ブドウ球菌、腸管出血性大

腸菌O157:H7、ウェルシュ菌およびサルコシスティスによるものがそれぞれ 1 事例（合計で全事例の

11%）であった。ノロウイルスによる食中毒では、14事例中 genogroup IIの事例が 12（86%）、genogroup 

I の事例が 1（7%）、genogroup IとIIの両方が検出された事例が1（7%）であった。一方、不明事例26

件のうち嘔吐症状があり喫食から発症まで6時間以内の事例が7件あった。これらの事例では食材や有

症者吐物よりクドア属粘液胞子虫のDNAが検出された。しかし、Kudoa septempunctataの同定までは至

らず、種特異的な遺伝子検出法、ならびに有症者便からの種特異的遺伝子検出法の確立が必要であろ

う。 
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１ はじめに 

 全国の食中毒発生事件数1)は、集団食中毒事例が減少

し、散発事例が増加傾向にある。福岡県における過去 3 

年間の年間食中毒（疑い）事件数は、平成 21 年が 35 件、

平成 22 年度が 31 件、平成23年が47件と推移している。

全国のみならず地域における食中毒予防を考えるとき、

福岡県で発生した食中毒事例についてその病因物質を

明らかにすることは重要である。今回、平成23年度に福

岡県内で発生したか、または県民が他の都道府県で罹患

した食中毒事例について、主として病因物質の観点から

解析した。 

 

２ 細菌性・ウイルス性食中毒発生時の検査方法 

 平成 23 年度は、47 事例、772 検体（患者便、従事

者便、食品残品、拭き取り、菌株など）について、食中

毒細菌検査及びウイルス検査を実施した（細菌・原虫検

査のみ実施したもの 541 検体、ウイルス検査のみ実施

したもの 26 検体、いずれも実施したもの 189 株）。 

 患者の症状などから細菌性食中毒が疑われる場合は、

まず搬入された検体から食中毒細菌を検出するため、

SS寒天培地、TCBS 寒天培地、食塩卵寒天培地、スキ

ロー改良寒天培地、SMID 寒天培地などで直接分離培養

するとともに、アルカリペプトン水、7.0% 塩化ナトリ

ウム加トリプチケースソイブイヨン、カンピロバクター

選択増菌培地（プレストン組成）、ラパポート・バシリ

アディス培地などを用いて増菌培養し、直接培養と同様

な培地で分離培養した。寒天平板培地に疑わしい集落が

発育した場合は、釣菌して、TSI、SIM 寒天培地などを

用いた生化学性状試験、血清型別、毒素型別、PCR を

用いた病原遺伝子の検出などの試験検査を実施して、食

中毒細菌の同定を行なった。 

一方、ウイルス性食中毒も考えられる場合は、ウイ

ルス検査も実施した。ウイルス検査は糞便（数グラム程

度）をリン酸緩衝液（pH 7.5）で 約10% 乳剤とし、10000 

rpmで 20 分間遠心した。この上清から RNA を抽出し、

逆転写酵素を用いて相補的な DNA を合成した。さら

に、ノロウイルスの遺伝子に特異的な プライマーを用

いて  PCR で増幅し、増幅産物を電気泳動で確認した。

増幅産物が確認された検体については、さらにシークエ

ンスを行なってその増幅産物の塩基配列を決定し、ノロ
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ウイルスの最終確認及び遺伝子型の決定を行なった。 

 

３ 結果および考察 

平成 23 年度の食中毒事例をみると、4 月から 5 月、

ならびに、12 月から 3 月はノロウイルスを原因物質と

した食中毒事例が多く発生している（表）。病原微生物

が検出された、若しくは判明した事例は 47 事例中 22

事例（47%）であった。今年度は、原因不明事例が 25

事例（53%）と多かった。 

病因物質別では、ノロウイルスによるものが 14 事例

（全事例の 30%）、カンピロバクター・ジェジュニによ

るものが 3 事例（全事例の 6%）、セレウス菌、黄色ブ

ドウ球菌、腸管出血性大腸菌 O157:H72)、ウェルシュ菌

およびサルコシスティス 3) によるものがそれぞれ 1 

事例（合計で全事例の 11%）であった。ノロウイルス

による食中毒では、14 事例中 genogroup II の事例が 12

（86%）、genogroup I の事例が 1（7%）、genogroup Ⅰ

とⅡの両方が検出された事例が 1（7%）であった。遺

伝子型は、昨年度と同様であった。 

平成 23 年度は、原因不明事例（25 件）が多く、嘔吐

症状があり喫食から下痢発症まで 6時間以内の事例が 7

件発生していた。これらの事例の中には、クドア属粘液

胞子虫が有症者吐物や食材から検出された事例が含ま

れている。平成 23 年 6 月 17 日食安発 0617 第 3 号厚生

労働省医薬食品局食品安全部長通知による「生食用生鮮

食品による病因物質不明有症事例への対応について」に

よると、ヒラメの刺身喫食による有症事例では、クドア

属粘液胞子虫の Kudoa septempunctata が原因物質であ

る可能性がある。今後、これらの食中毒事件に対応する

ためにも、有症者便からの検出法と種特異的な検査法の

確立が強く望まれる。 
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